
（ 様式 3 ） 

概要報告書  

 
注）上記の報告書は、助成対象団体が作成した報告書です。（公財）日工組社会安全研究財団
では、記載された事業の内容等に関するお問合せには対応できませんのでご了承ください。 

 2017年度 

事業種別 広域安全事業 

団 体 名 公益財団法人公共政策調査会 

事 業 名 第 25回海外安全対策会議（バンコク・セミナー） 

公共政策調査会、全国暴力追放運動推進センターの主催、警察庁、在タイ日本

国大使館、盤谷日本人商工会議所などの後援によりタイのバンコクで開催した。 

株式会社共同通信デジタル執行役員・リスク対策総合研究所長の小島俊郎氏、

警察庁長官官房参事官（サイバーセキュリティ対策担当）の岸田憲夫氏による基

調講演に続き、警察庁幹部や現地大使館担当者が参加するパネルディスカッショ

ンを行った。 

本会議のタイでの開催は 1993年の第１回以来、24年ぶりの開催となった。タ

イでは、南部において分離独立を標榜するイスラム系武装勢力による襲撃・爆弾

事件が頻発している他、首都バンコクにおいても２０１５年８月、中心部のラチ

ャプラソン交差点において爆発事件が発生し、２０人が死亡、日本人１人を含む

多数が負傷する事態となった。さらに、テロのみならず、数年前に発生したよう

な政情不安を招く大規模な暴動やデング熱等の感染症、水害等の自然災害、一般

犯罪等、様々な脅威への警戒を要するといったこともあり、在留邦人の本セミナ

ーに対する関心は非常に高く、企業の駐在員など１００人を超える参加を得た。 

 


